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表紙デザイン：市章

上下対称的なデザインは、自然環境の循環と共生の形であり、上部は浜松市北部の豊かな

森林を、下部は浜名湖と遠州灘の美しい「うみ」を表している。また、白い波の形は、遠

州灘の白波であり、浜松市の躍動と発展を表現している。

（平成 17年 7月 1日制定）
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１ 沿革 

本市は、首都圏と関西圏の 2 つの経済圏のほぼ中間に位置し、東海道新幹線や東名高

速道路、新東名高速道路などが通る交通の要衝にあります。広大な森林をはじめ、天竜

川や浜名湖、遠州灘などの自然環境に恵まれているとともに、ＪＲ浜松駅を中心とした

都市的機能や先端技術産業が集積する都市部、都市近郊型農業が盛んな平野部、広大な

森林を擁する中山間部、さらには漁業が営まれる沿岸部と全国に類を見ない地域の多様

性を有しています。 

  明治 21 年の市制・町村制の公布により翌 22 年に浜松町、明治 44年 7 月 1 日に市制施

行により浜松市が誕生しました。昭和 30 年代から 40 年代にかけ周辺町村と合併し、市域

を拡大しました。この間、繊維、楽器、オートバイの三大産業が飛躍的な発展を遂げ、産

業都市としての地位を確立しました。平成 8年には、政令指定都市に準ずる中核市へ移行

し、平成 17 年 7 月 1日には、天竜川・浜名湖地域の 12 市町村が合併し、人口約 82 万人、

市域は南北約 73ｋｍ、東西約 52ｋｍ、総面積は 1,558.04ｋ㎡となり、高山市に次いで全

国 2番目の市域を誇る都市、新浜松市が誕生しました。平成 19 年 4 月 1日には、政令指

定都市として新たにスタートし、浜松市制 100 周年を迎えた平成 23 年 7月 1 日には、「浜

松市民憲章」を策定し、「浜松市平和都市宣言」を告示しました。そして、令和 6年 1 月

1日には、行政区を７区から３区へ再編しました。 

市の木：マツ 

海岸部にあってはクロマツ、内陸部にあってはアカマツが

多く見られ、市名の一部にもなっています。市内には古木、

名木が存在し、これらにまつわる伝説が現在も市民に語り

継がれています。 

（平成 18年 11 月 28 日制定） 

市の花：ミカン 

気品あふれる純白の花は、初夏になると一斉に咲き誇り、

甘くさわやかな香りを辺り一帯に漂わせます。市の温暖な

気候風土を活かして栽培されるみかんは、全国的なブラン

ドとなっています。 

（平成 18年 11 月 28 日制定） 

市の鳥：ウグイス 

春の訪れを告げる鳥として広く親しまれ、夏には市の山間

部で繁殖し、冬には平野部の公園や人家の庭先にも現れま

す。人々の心を和ませる美しく澄んだ鳴き声は音楽のま

ち・浜松を象徴しています。 

（平成 18年 11 月 28 日制定） 
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２ 人口

管轄区域及びその区域内の人口 

 区域内人口 男 女 内児童数 

浜松市 790,580 393,929 396,651 119,855 

内 

訳 

中区 234,865 116,379 118,486 33,934 

東区 129,555 64,907 64,648 20,630 

西区 107,445 53,398 54,047 16,502 

南区 101,275 51,186 50,089 15,027 

北区 91,805 45,626 46,179 13,807 

浜北区 99,632 49,772 49,860 17,564 

天竜区 26,003 12,661 13,342 2,391 

※令和 5年 4月 1日現在の住民登録数にて人口表示。 

※令和 6年 1月 1日より、中区・東区・西区・南区・北区（三方原地区）を中央区へ、北区（三方原地区以外）・

浜北区を浜名区へ再編。 

静岡県

（人） 

浜松市

●R5.12.31まで（7区）  ●R6.1.1 から（3区） 
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１ 児童相談所の沿革 

平成 17 年 4 月 保健福祉部児童家庭課より職員（2人）を静岡県西部児童相談所へ派遣研修

～ 10 月 静岡県中央・西部児童相談所へ職員（1人、4人）を追加派遣研修

平成 18 年 4 月 保健福祉部内に保健福祉施設設置準備室開設

静岡県中央・西部・東部児童相談所へ職員（13人）を追加派遣研修

平成 19 年 4 月 政令指定都市移行に伴い浜松市児童相談所及び一時保護所を設置、

相談ｸﾞﾙｰﾌﾟ、総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ、判定ｸﾞﾙｰﾌﾟ、育成ｸﾞﾙｰﾌﾟを配置

平成 20 年 4 月 育成ｸﾞﾙｰﾌﾟを育成中ｸﾞﾙｰﾌﾟ・育成東ｸﾞﾙｰﾌﾟ・育成西ｸﾞﾙｰﾌﾟの３ｸﾞﾙｰﾌﾟに改正

教育委員会指導主事（1人:併任）を配置

静岡県中央児童相談所へ職員（1人）を2年間派遣研修

平成 21 年 2 月 ポルトガル語通訳（1人）を配置

平成 22 年 4 月 教育委員会指導主事（1人:併任）を追加配置

静岡県立吉原林間学園（児童心理治療施設）へ職員（1人）を1年間派遣研修

平成 23 年 4 月 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟと相談ｸﾞﾙｰﾌﾟを総務・相談ｸﾞﾙｰﾌﾟに改正

平成 24 年 4 月 静岡県立吉原林間学園（児童心理治療施設）へ職員（1人）を1年間派遣研修

平成 25 年 4 月 初期対応ｸﾞﾙｰﾌﾟを新設、判定ｸﾞﾙｰﾌﾟを判定第一ｸﾞﾙｰﾌﾟ・判定第二ｸﾞﾙｰﾌﾟに

改正、虐待対応協力員に警察官OB（1人）を配置

静岡県立磐田学園（福祉型障害児入所施設）へ職員（1人）を1年間派遣研修

平成 26 年 4 月 独立行政法人国立病院機構・天竜病院へ職員（1人）を1年間派遣研修

平成 27 年 4 月 育成中ｸﾞﾙｰﾌﾟを育成中・里親推進ｸﾞﾙｰﾌﾟに改正、虐待対応協力員に警察官OB

（1人）を増員

独立行政法人国立病院機構・天竜病院へ職員（1人）を派遣研修

平成 28 年 4 月 独立行政法人国立病院機構・天竜病院へ職員（1人）を派遣研修

平成 29 年 4 月 育成中・里親推進ｸﾞﾙｰﾌﾟを育成中ｸﾞﾙｰﾌﾟと里親推進ｸﾞﾙｰﾌﾟへ、総務・相談

ｸﾞﾙｰﾌﾟと初期対応ｸﾞﾙｰﾌﾟを総務ｸﾞﾙｰﾌﾟと相談・初期対応ｸﾞﾙｰﾌﾟに改正

平成 31 年 4 月 非常勤弁護士（1人）を配置

令和 3 年 4 月 非常勤弁護士（1人）を追加配置

令和 4 年 4 月 相談・初期対応ｸﾞﾙｰﾌﾟを相談ｸﾞﾙｰﾌﾟと初期対応ｸﾞﾙｰﾌﾟに改正

令和 5 年 4 月 警察官OBに代わり、現職警察官（1人）を配置

２ 組織 （令和５年度）

こども家庭部

市長
次世代育成課

子育て支援課

児童相談所 一時保護所

幼児教育・保育課

副市長

・子どもに関する相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものに関す
ること。 

・子ども及びその家庭についての調査並びに医学的、心理学的、

教育学的、社会学的及び精神保健上の判定に関すること。 
・上記の調査及び判定に基づく子ども及びその保護者の指導に関すること。 
・要保護児童の保護措置等に関すること。 

・療育手帳（子どもに係るものに限る）の判定に関すること。 
・一時保護所に関すること。 
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３ 人員・事務分掌 

■児童相談所の組織（令和 5年 4月 1日現在）

予算・決算に関する事項

電話相談・窓口相談に関する事項

里親委託の推進及び里親の支援、育成に関する事項

2名

19名（うち、会計年度任用職員 2名）

16名 育成東グループ

里親委託に関する事項

非常勤弁護士

要保護児童等に係る調査及びケースワークに関する事項

16名

14名（うち、会計年度任用職員 1名）

心理面接、心理療法に関する事項

 相談グループ

一時保護に関する事項

児童相談所長  総務グループ

措置等の支払いに関する事項

 判定第一グループ

面接相談、心理判定、助言指導に関する事項

 育成西グループ

  虐待ケースの初期段階の調査及びインテークに関する事項

中区を所管

ケース対応の進行管理に関する事項

東区、南区、天竜区を所管

　 6名（うち、会計年度任用職員 1名）

15名（うち、会計年度任用職員 2名）

障害児施設の利用契約に関する事項

副所長  判定第二グループ 　18名

面接相談、心理判定、助言指導に関する事項

育
成
統
括
主
幹

里親委託に関する事項

 育成中グループ

要保護児童等に係る調査及びケースワークに関する事項

心理面接、心理療法に関する事項

保護児童の行動観察及び記録に関する事項

里親会との連絡調整に関する事項

 一時保護所

ケース対応の進行管理に関する事項

児童福祉法に基づく措置及び一時保護に関する事項

児童福祉法に基づく措置及び一時保護に関する事項

 里親推進グループ

保護児童の生活指導に関する事項

 初期対応グループ
　 8名（うち、現職警察官 1名
　 8名（うち、会計年度任用職員 1名）

ケース対応の進行管理に関する事項

児童福祉法に基づく措置及び一時保護に関する事項

17名（うち、会計年度任用職員 1名）

　16名（うち、再任用職員 2名）

里親委託に関する事項

西区、北区、浜北区を所管

要保護児童等に係る調査及びケースワークに関する事項
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４ 児童相談所について

（１） 児童相談所の業務状況 

① 児童相談所の設置

    児童相談所は、児童福祉法に基づき、都道府県、指定都市等に設置される児童福祉

の専門機関です。 

② 児童相談所の目的

    児童相談所は、区と適切な協働・連携・役割分担を図りつつ、子どもに関する家庭

その他からの相談に応じ、子どもが有する問題又は子どもの真のニーズ、子どもの置

かれた環境の状況等を的確に捉え、個々の子どもや家庭に適切な援助を行い、もって

子どもの福祉を図るとともに、その権利を擁護することを主たる目的に設置される行

政機関です。 

    児童相談所における相談援助活動は、すべての子どもが心身ともに健やかに育ち、

その持てる力を最大限に発揮することができるよう子ども及びその家庭等を援助す

ることを目的とし、児童福祉の理念及び児童育成の責任の原理に基づき行われます。

このため、常に子どもの最善の利益を優先して考慮し、援助活動を展開していくこと

が必要となります。 

③ 主な業務

(ｱ)子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とす

るものに応ずること。 

(ｲ)子ども及びその家庭につき、必要な調査並びに医学的、心理学的、教育学的、社

会学的及び精神保健上の判定を行うこと。 

(ｳ)子ども及びその保護者につき、(ｲ)の調査又は判定に基づいて必要な指導を行う

こと。 

(ｴ)子どもの一時保護を行うこと。 

(ｵ)子どもの施設入所等の措置を行うこと。 

(ｶ)里親に関する業務を行うこと。 

(ｷ)子どもを養子とする養子縁組に関する者につき、その相談に応じ、必要な情報の

提供、助言その他の援助を行うこと。 

（２） 児童相談所の機能 

① 相談機能

    子どもに関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とする

ものについて、必要に応じて子どもの家庭、地域状況、生活歴や発達、性格、行動等

について専門的な角度から総合的に調査、診断、判定（総合診断）し、それに基づい

て援助指針を定め、自ら又は関係機関等を活用し一貫した子どもの援助を行います。 
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② 一時保護機能

    必要に応じて子どもを家庭から離して一時保護、又は適当な者に一時保護を委託し

ます。 

③ 措置機能

    子ども若しくはその保護者を児童相談所その他の関係機等の事務所に通わせ、子ど

も若しくはその保護者の住所等において、児童福祉司、児童委員、児童家庭支援セン

ター等に指導させ、子どもを児童福祉施設若しくは指定発達支援医療機関に入所若し

くは委託させ、又は里親に委託する等します。 

④ 区援助機能

    区による児童家庭相談への対応について、区に対する情報の提供その他必要な援助

を行います。 

⑤ その他の機能

(ｱ) 民法上の権限 

児童相談所長は、親権者の親権喪失、親権停止若しくは管理権喪失（親権喪失

等）の審判の請求又はこれらの審判取消しの請求並びに未成年後見人選任及び解

任の請求を家庭裁判所に対して行うことができます。 

(ｲ) 家庭及び地域への援助活動 

地域の必要に応じ、子どもや家庭に対する相談援助活動の総合的企画及びその

実施を行う機関として、家庭、地域における児童養育を支援する活動を積極的に

展開するとともに、地域における各機関が相互の役割や業務の内容等について正

しく理解し、子どもや家庭の問題に対し共通の認識のもとに一体的な援助活動が

行えるよう、区における要保護児童対策地域協議会の運営の支援など、区ととも

に関係機関のネットワーク化を推進します。 
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（３） 相談の種別 

     相談の種類            内       容 

養

護

相

談 

1  児 童 虐 待 相 談 

児童虐待の防止等に関する法律の第2条に規定する行為に関する相談 

（身体的虐待：生命・健康に危険のある身体的な暴行、性的虐待：性交・

性的暴行・性的行為の強要、心理的虐待：暴言や差別など心理的外傷を与

える行為、児童が同居する家庭における配偶者・家族に対する暴力、ネグ

レクト：保護の怠慢や拒否により健康状態や安全を損なう行為及び棄児） 

2  そ の 他 の 相 談 

父又は母等保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入院、稼動及び服役等に

よる養育困難児、迷子、親権を喪失・停止した親の子、後見人を持たぬ

児童等環境的問題を有する子ども、養子縁組に関する相談 

3  保 健 相 談 
未熟児、虚弱児、ツベルクリン反応陽転児、内部機能障害、小児喘息、

その他の疾患（精神疾患を含む）等を有する子どもに関する相談 

障

害

相

談 

4  肢 体 不 自 由 相 談 肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談 

5  視 聴 覚 障 害 相 談 盲（弱視を含む）、ろう（難聴を含む）等視聴覚障害児に関する相談 

6  言語発達障害等相談 
構音障害、吃音、失語等音声や言語の機能障害をもつ子ども、言語

発達遅滞を有する子ども等に関する相談 

7  重症心身障害相談 重症心身障害児（者）に関する相談 

8  知 的 障 害 相 談 知的障害児に関する相談 

9  発 達 障 害 相 談 
自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障害、学習障害 

注意欠陥多動性障害等の子どもに関する相談 

非

行

相

談 

10  ぐ 犯 等 相 談 

虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱等のぐ犯行為若しくは

飲酒、喫煙等の問題行動のある子ども、警察署からぐ犯少年として通

告のあった子ども又は触法行為があったと思料されても警察署から

児童福祉法第 25条による通告のない子どもに関する相談 

11  触 法 行 為 等 相 談 

触法行為があったとして警察署から児童福祉法第 25 条による通告の

あった子ども、犯罪少年に関して家庭裁判所から送致のあった子ども

に関する相談 

育

成

相

談 

12  性 格 行 動 相 談 

子どもの人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べない、落ち着きが

ない、内気、緘黙、不活発、家庭内暴力、生活習慣の著しい逸脱等性

格又は行動上の問題を有する子どもに関する相談 

13  不 登 校 相 談 
学校及び幼稚園並びに保育所に在籍中で、登校（園）していない状態

にある子どもに関する相談 

14  適 性 相 談 進学適性、職業適性、学業不振等に関する相談 

15  育児・しつけ相談 
家庭内における幼児の育児・しつけ、子どもの性教育、遊び等に関す

る相談 

16  そ の 他 の 相 談 1～15 のいずれにも該当しない相談 
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（４） 相談・援助活動の体系 

※
R6.1.1より児童家庭課及び

 社会福祉課へ変更

相談の終結、措置解除

家庭裁判所送致等

1 家庭裁判所送致
2 家事審判の申立て
 ・親権喪失、親権停
   止若しくは管理権
   喪失（親権喪失等）
   の審判の請求又は
   取消しの請求
 ・未成年後見人選任
   及び解任の請求

・子ども、保護者等への継続的指導
・学校、地域等関係機関との連携

＜入所児童の指導、家庭との連絡調整＞
乳児院　児童養護施設　児童自立支援施設　児童心理治療施設
福祉型障害児入所施設　医療型障害児入所施設

助言指導・継続指導
・他機関あっせん

措置指導 施設入所（委託）

1 児童福祉施設入所
2 指定発達支援医療機
  関委託
3 里親委託
4 小規模住居型養育事
  業（ファミリーホー
  ム）委託
5 児童自立生活援助事
  業の実施（自立援助
　ホーム委託）

1 児童福祉司指導
2 児童委員指導
3 児童家庭支援センタ
  ー指導
4 訓戒誓約

1 助言
2 ケースワーク
3 カウンセリング
4 プレイセラピー
5 家族療法      等

福祉事務所送致等

1 知的障害者福祉司・
  社会福祉主事指導
2 助産施設・母子生活
  支援施設等入所

援助方針会議（援助方針の決定）

児童福祉司又は相談員
が家族関係、社会関係
における問題の所在と
その背景等について調
査し、具体的に解明し
ていきます。

児童心理司が心理学的
諸検査、面接、観察等
を通じて、子どもの人
格全体の評価及び家族
の心理学的評価を行い
ます。

医学的見地から子ど
も、保護者等の身体
的、精神的な状態を診
断します。

児　童　相　談　所
（ 受　付 ）

面接・調査・判定 一　時　保　護

総合診断（チーム協議）

1 問診、診察
2 医学的検査

1 行動観察
2 生活場面での面接
3 生活指導

児童処遇部会

関　係　機　関

家族・親戚・知人
・近隣・子ども本人

受　理　会　議

社会診断 心理診断

警察、家庭裁判所、保育
所、認定こども園、児童福
祉施設、幼稚園、学校、医
療機関、民生児童委員、主
任児童委員、保健センター
等

各区役所・社会福祉課※

具
体
的
方
法

1 子ども、保護者等
  との面接
2 生活環境調査
3 観察

1 子ども、保護者等
  との面接
2 心理検査
3 観察

医学診断 行動診断

一時保護所で、子ども
の行動観察及び生活指
導を行い、行動上の特
徴や問題点を明らかに
します。

診
断
の
内
容
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（５） 援助の内容 

援助の種類 内       容 

在

宅

指

導 

措

置

に

よ

ら

な

い

指

導 

助言指導 
1回ないし数回の助言、指導等の適切な方法により、問題が解決すると

考えられる子どもや保護者等に対する指導等を行う。 

継続指導 

複雑困難な問題を抱える子どもや保護者等を児童相談所に通所させ、あ

るいは必要に応じて訪問する等の方法により、継続的な指導（治療）等

を行う。 

他機関あっせん 
他の専門機関において、医療、指導、訓練等を受けることが適当と認めら

れる場合に子どもや保護者等の意向を確認の上、該当機関へあっせんする。 

措

置

に

よ

る

指

導 

児童福祉司指導 

複雑困難な家庭環境に起因する問題を有する子ども等、援助に専門的な

知識技術を要する場合に子どもや保護者等の家庭を訪問し、あるいは必

要に応じて通所させる等の方法により継続的に指導を行う。 

児童委員指導 
問題が家庭環境にあり、児童委員による家族間の人間関係の調整又は経済

的援助等により解決すると考えられる場合に指導を委託する。 

児童家庭支援センター 

指導 

地理的要件や過去の相談経緯、その他の理由により児童家庭支援センタ

ーによる指導が適当と考えられる場合に指導を委託する。 

知的障害者福祉司指導、 

社会福祉主事指導 

問題が知的障害に関するもの及び貧困その他環境の悪条件等によるもの

で、知的障害者福祉司又は社会福祉主事による指導が適当な場合に指導を

委託する。 

障害者等相談支援事業を

行う者の指導 

障害児及びその保護者であって地理的要件や過去の相談経緯、その他の理

由により障害者等相談支援事業を行う者による指導が適当と考えられる場

合に指導を委託する。 

指導の委託 当該指導を適切に行うことができる者へ指導を委託する。 

訓戒・誓約措置 
子ども又は保護者に注意喚起することにより、問題の再発を防止し得る

見込みがある場合に必要に応じて訓戒若しくは誓約書を提出させる。 

児童福祉施設入所措置 家庭での子どもの養育が困難であって専門的な治療指導等が必要な場合に

子どもの状態に応じて適切な施設を紹介し入所させる。 指定発達支援医療機関委託 

里親、小規模住居型児童養育事業 

（ファミリーホーム）委託 

保護者による養育が不十分又は養育を受けることが望めない子どもを対

象として、登録された里親又はファミリーホームへ委託する。 

児童自立生活援助事業の実施

（自立援助ホーム委託） 

義務教育を終了したが、未だ社会的自立ができていない子どもを対象と

して、自立のための援助及び生活指導を行うため、自立援助ホームへ委

託する。 

福祉事務所送致等 

子どもや保護者等を知的障害者福祉司又は社会福祉主事に指導させる必要

がある場合、助産や母子保護の実施が必要である場合、保育の実施が必要

である場合又は 15 歳以上の子どもについて障害者支援施設へ入所させる

ことが適当な場合に送致、報告、通知を行う。 

家庭裁判所送致 
子どもを家庭裁判所の審判に付することが適当と認められる場合や子ども

の拘束や強制措置が必要な場合に行う。 

家庭裁判所に対する家事審判の申立て 

児童虐待等の場合で親の同意を得られない場合の施設入所の承認や親権

喪失等の審判の請求又は取消しの請求、未成年後見人選任・解任の請求、

引き続いての一時保護の承認の申立てを行う。 

その他未成年者に対する援助 

子ども以外の未成年者が保護者から虐待や不当な介入等を受けている場

合、親権喪失等の審判請求や未成年後見人の選任請求等を行なうことを

検討するほか、弁護士や警察へ相談するよう助言を行う。 





Ⅲ 令和４年度の概要 

 構成比は、少数点以下第２位を四捨五入しているため、合計は 100％にならない場合が

あります。 
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１ 相談の内容 

（１） 相談種類別受付件数の推移 

    令和４年度の相談件数は、2,727 件であり、相談件数が最も多いのは障害相談の「知

的障害」相談で 1,512 件です。これは、療育手帳の新規申請・再判定等が多いことによ

るものです。また、令和２年度からの「その他」相談の増加は、警察からの情報照会を

件数として計上したためです。 

（件：％） 

年度 

相談種類別

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

養護 

相談 

児童虐待 514 20.7 691 25.9 750 26.5 758 25.0 801 29.4

その他 134 5.4 162 6.1 230 8.1 205 6.8 195 7.2

保健相談 1 0.1 2 0.1 2 0.1

障害 

相談 

肢体不自由 11 0.4 10 0.4 10 0.4 8 0.3 3 0.1

視聴覚障害 

言語障害 1 0.1

重心障害 2 0.1 1 0.1 4 0.1 8 0.3 5 0.2

知的障害 1,681 67.7 1,709 64.0 1,577 55.7 1,809 59.6 1,512 55.4

発達障害 1 0.1 3 0.1 3 0.1 4 0.1 2 0.1

非行 

相談 

ぐ 犯 17 0.7 3 0.1 9 0.3 10 0.3 6 0.2

触 法 27 1.1 13 0.5 12 0.4 6 0.2 6 0.2

育成 

相談 

性格行動 67 2.7 56 2.1 36 1.3 42 1.4 41 1.5

不登校 9 0.4 7 0.3 5 0.2 8 0.3 12 0.4

適 正 1 0.1 2 0.1 4 0.1 4 0.1

育児・しつけ 7 0.3 4 0.1 5 0.2 3 0.1 7 0.3

その他 10 0.4 7 0.3 182 6.4 169 5.6 137 5.0

合 計 2,482 100 2,669 100 2,829 100 3,036 100 2,727 100
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（２） 経路別受付件数の推移 

令和４年度の相談受付件数を相談経路別に分類すると、以下のようになります。最

も多いのは「福祉事務所」の 868 件であり、この多くは療育手帳の申請が各区役所で

受付され児童相談所へ送付されてくることによるものです。 

（件：％） 

        年度 

経路別

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

都道府県 

・政令市・中

核市・特別区

児童相談所 65 2.6 91 3.4 73 2.6 70 2.3 120 4.4

福祉事務所 1,143 46.1 1,164 43.6 990 35.0 1,082 35.6 868 31.8

保健センター 1 0.1 7 0.2 2 0.1 1 0.1

その他 7 0.3 7 0.3 10 0.4 7 0.2 8 0.3

他市町村 

福祉事務所 1 0.1 1 0.1 1 0.1

保健センター 

その他 

児童福祉施

設・指定発達

支援医療機関

保育所 5 0.2 9 0.3 4 0.1 2 0.1

児童福祉施設 16 0.6 10 0.4 7 0.2 9 0.3 2 0.1

指定発達支援 

医療機関 
1 0.1

児童家庭支援センター 1 0.1

認定こども園 8 0.3 1 0.1 3 0.1 2 0.1 7 0.3

警察等 198 8.0 295 11.1 583 20.6 549 18.1 479 17.6

家庭裁判所 4 0.2 1 0.1 2 0.1 6 0.2 8 0.3

保健所及び 

医療機関 

保健所 1 0.1 7 0.2 1 0.1

医療機関 18 0.7 13 0.5 17 0.6 27 0.9 20 0.7

学校等 

幼稚園 6 0.2 3 0.1 3 0.1 3 0.1 7 0.3

学 校 36 1.5 67 2.5 63 2.2 46 1.5 58 2.1

教育委員会等 1 0.1 4 0.1

里 親 

児童委員（通告の仲介含む） 1 0.1 4 0.1 4 0.1 3 0.1 7 0.3

家族・親戚 727 29.3 724 27.1 755 26.7 908 29.9 843 30.9

近隣・知人 162 6.5 178 6.7 211 7.5 221 7.3 186 6.8

子ども本人 14 0.6 15 0.6 25 0.9 13 0.4 23 0.8

その他 71 2.9 83 3.1 71 2.5 80 2.6 82 3.0

合 計 2,482 100 2,669 100 2,829 100 3,036 100 2,727 100
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（３） 年齢別受付件数の推移 

令和４年度の相談受付件数を年齢別に分類すると、「3 歳」、「6 歳」が多くなってい

ます。 

（件：％） 

        年度 

年齢別 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 

０  歳 59 2.4 46 1.7 72 2.5 69 2.3 68 2.5

１ 歳 72 2.9 73 2.7 88 3.1 82 2.7 92 3.4

２ 歳 83 3.3 90 3.4 97 3.4 74 2.4 95 3.5

３ 歳 211 8.5 196 7.3 192 6.8 230 7.6 218 8.0

４ 歳 126 5.1 136 5.1 135 4.8 133 4.4 175 6.4

５ 歳 176 7.1 226 8.5 199 7.0 182 6.0 129 4.7

６ 歳 165 6.6 178 6.7 179 6.3 153 5.0 199 7.3

７ 歳 204 8.2 204 7.6 193 6.8 197 6.5 165 6.1

８ 歳 132 5.3 160 6.0 220 7.8 197 6.5 184 6.7

９ 歳 104 4.2 106 4.0 128 4.5 131 4.3 150 5.5

１０歳 175 7.1 170 6.4 178 6.3 233 7.7 179 6.6

１１歳 158 6.4 174 6.5 156 5.5 222 7.3 164 6.0

１２歳 167 6.7 157 5.9 182 6.4 165 5.4 160 5.9

１３歳 167 6.7 203 7.6 225 8.0 273 9.0 180 6.6

１４歳 165 6.6 181 6.8 215 7.6 249 8.2 197 7.2

１５歳 132 5.3 150 5.6 149 5.3 211 6.9 145 5.3

１６歳 66 2.7 89 3.3 77 2.7 88 2.9 96 3.5

１７歳 104 4.2 105 3.9 112 4.0 107 3.5 96 3.5

１８歳以上 16 0.6 25 0.9 32 1.1 40 1.3 35 1.3

合 計 2,482 100 2,669 100 2,829 100 3,036 100 2,727 100
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（４） 相談対応別件数の推移 

令和４年度の対応件数の合計は 2,777 件で、対応件数の内訳として最も多いのは「助

言指導」の 961 件であり、全体の約 35％を占めています。 

（件：％） 

年度

相談対応別

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

対

応

件

数

（

年

度

中

）

面接 

指導 

助言指導 1,300 51.3 1,234 44.2 1,134 38.3 1,238 39.6 961 34.6

継続指導 492 19.4 734 26.3 789 26.6 767 24.6 804 29.0

他機関あっせん 19 0.7 17 0.6 34 1.1 30 1.0 41 1.5

児童福祉司指導 52 2.1 63 2.3 68 2.3 47 1.5 53 1.9

児童委員指導 

児童家庭支援ｾﾝﾀｰ 

指導・指導委託 

福祉事務所送致 24 0.9 8 0.3 20 0.7 17 0.5 12 0.4

訓戒・誓約 6 0.2 2 0.1 3 0.1 1 0.1

児童

福祉

施設 

入所措置 9 0.4 14 0.5 10 0.3 5 0.2 8 0.3

家裁（再掲）

通 所 

指定発達支援 

医療機関委託 
2 0.1

里親委託 5 0.2 11 0.4 10 0.3 9 0.3 11 0.4

家庭裁判所送致 1 0.1

障害児施設等への 

利用契約 
12 0.5 13 0.5 7 0.2 16 0.5 4 0.1

その他 615 24.3 693 24.8 886 29.9 993 31.8 883 31.8

合 計 2,534 100 2,790 100 2,963 100 3,123 100 2,777 100
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（５） 区別相談種類別受付件数 

（件） 

          区 

相談種類別
中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 管外他 合計 

養護 

相談 

児童虐待 261 140 101 120 78 73 12 16 801

その他 53 46 31 28 11 20  6 195

保健相談 0

障害 

相談 

肢体不自由 2 1 3

視聴覚障害 0

言語障害 0

重心障害 1 1 1 1 1 5

知的障害 435 230 213 211 191 192 17 23 1,512 

発達障害 1 1 2

6非行 

相談 

ぐ 犯 3 1 2 6

触 法 3 1 1 1 6

育成 

相談 

性格行動 10 6 2 7 5 10 1 41

不登校 2 1 2 2 5 12

適 正 0

育児・しつけ 1 1 2 2 1 7

その他 58 23 22 16 8 4 3 3 137 

合 計 828 449 373 389 298 308 33 49 2,727 
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（６） 区別経路別受付件数 

（件） 

                    区 
経路別

中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 管外他 合計 

都道府県 

・政令市・中

核市・特別区

児童相談所 44 9 3 31 6 5 4 18 120 

福祉事務所 243 141 123 118 122 109 8 4 868

保健センター 1 1

その他 1 2 3 2 8

他市町村 

福祉事務所 1 1

保健センター 0

その他 0

児童福祉施

設・指定発達

支援医療機関

保育所 1 1 2 

児童福祉施設 2 2

指定発達支援 

医療機関 
0

児童家庭支援センター 0

認定こども園 2 1 3 1 7 

警察等 156 92 82 55 34 42 7 11 479

家庭裁判所 2 3 1 2 8

保健所及び医

療機関

保健所 1 1 

医療機関 13 2 4 1 20

学校等 

幼稚園 3 4 7

学 校 15 14 2 17 2 8 58

教育委員会等 1 1 2 4

里 親 0

児童委員（通告の仲介含む） 4 3 7

家族・親戚 246 132 124 116 91 118 7 9 843

近隣・知人 70 31 17 28 30 8 2 186 

子ども本人 7 5 3 4 2 1 1 23

その他 21 15 15 12 9 5 3 2 82

合 計 828 449 373 389 298 308 33 49 2,727
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（７） 区別年齢別受付件数 

（件） 

区 
年齢別

中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 管外他 合計 

０ 歳 18 15 7 12 4 9   3 68

１ 歳 36 15 8 23 4 4 1 1 92

２ 歳 35 13 14 17 8 8     95

３ 歳 81 32 31 36 18 14 5 1 218

４ 歳 55 17 40 28 22 8 2 3 175

５ 歳 56 23 21 17 5 3   4 129

６ 歳 48 32 30 19 37 22 2 9 199

７ 歳 50 25 17 21 21 24 2 5 165

８ 歳 70 31 29 18 13 21 2   184

９ 歳 32 30 25 25 17 21     150

１０歳 46 28 25 25 25 21 6 3 179

１１歳 51 27 28 16 19 20   3 164

１２歳 45 31 10 23 22 22 3 4 160

１３歳 56 23 19 35 18 26 2 1 180

１４歳 47 42 22 23 21 35 3 4 197

１５歳 34 24 16 30 12 28   1 145

１６歳 29 22 8 7 15 10 2 3 96

１７歳 31 15 17 9 11 9 1 3 96

１８歳以上 8 4 6 5 6 3 2 1 35

合 計 828 449 373 389 298 308 33 49 2,727



- 17 -

（８） 区別相談対応別件数 

（件） 

          区 

相談対応別
中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 管外他 合計 

対

応

件

数

（

年

度

中

）

面接 

指導 

助言指導 299 155 123 146 105 110 17 6 961

継続指導 245 158 106 123 80 80 5 7 804

他機関あっせん 5 2 6 4 7 4   13 41

児童福祉司指導 12 10 3 10 4 9   5 53

児童委員指導                 0

児童家庭支援ｾﾝﾀｰ 

指導・指導委託
                0

福祉事務所送致 4 1 1 2 4       12

訓戒・誓約                 0

児童福

祉施設

入所措置 4 2       1   1 8

家裁(再掲) 0

通 所 0

指定発達支援 

医療機関委託 
0

里親委託 6     1 3 1     11

家庭裁判所送致                 0

障害児施設等への 

利用契約 
1 1     1 1     4

その他 275 126 129 118 100 99 12 24 883

合 計 851 455 368 404 304 305 34 56 2,777
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（９） 児童福祉施設等入所状況 

令和４年度に児童福祉施設へ入所措置、里親委託等を行った状況は以下のとおりです。 

施 設 種 別 人数 

乳 児 院 5

児 童 養 護 施 設 16

福祉型障害児入所施設
（知的障害児） 

13

医療型障害児入所施設
（重症心身障害児） 

4

児童心理治療施設 2

児童自立支援施設 1

自 立 援 助 ホ ー ム 2

里親・ファミリーホーム 14

合  計 57

（１０） 児童福祉施設等在籍状況 

児童福祉施設・里親等の在籍状況は、入所施設では「児童養護施設」に在籍している子

どもが最も多く、「福祉型障害児入所施設（知的障害児）」がその後に続いています。 

施 設 種 別 人数 

乳 児 院 5

児 童 養 護 施 設 75

福祉型障害児入所施設 
（知的障害児） 

49

医療型障害児入所施設 
（重症心身障害児） 

16

児童心理治療施設 10

児童自立支援施設 3

自 立 援 助 ホ ー ム 3

里親・ファミリーホーム 53

合  計 214

乳児院

8.8%

児童養護施設

28.1%

福祉型障害児

入所施設（知的

障害児）
22.8%

医療型障害児

入所施設（重症

心身障害児）
7.0%

児童心理

治療施設

3.5%

児童自立

支援施設

1.8%

自立援助ﾎｰﾑ

3.5%

里親・

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

24.6%

児童福祉施設等入所状況

乳児院

2.3%

児童養護施設

35.0%

福祉型障害児入

所施設（知的障

害児）

22.9%

医療型障害児入

所施設（重症心

身障害児）

7.5%

児童心理

治療施設

4.7%

児童自立

支援施設

1.4%

自立援助ﾎｰﾑ

1.4%

里親・

ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ

24.8%

児童福祉施設等在籍状況

※令和5年3月1日現在
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２ 一時保護の状況 

（１） 一時保護所における保護の状況 

一時保護所は、おおむね 2 歳以上 18 歳未満の子どもで、様々な事情により家庭で生

活できなくなった子どもを一時的に入所させ、規則正しい生活を送りながら子どものよ

り良い生活を一緒に考えていく場所です。職員と寝起きを共にし、日常生活の指導や生

活状況を把握していきます。 

一時保護を行う理由として、保護者の不在、児童虐待等による緊急保護、行動観察等

があります。 

令和４年度の一時保護所の延べ児童数は144人です。また、延べ入所日数は5,933 日で

す。 

① 年齢層別の入所状況

令和４年度の一時保護所の入所児童を年齢層別に分類したものが下図です。「6～11

歳」の入所数が多く、約 38％を占めています。 

② 相談種類別の入所状況

入所児童を相談種類別に分類すると、「養護」相談のうち「児童虐待」相談が約 74％

を占めています。 

（人：日） 

養護 
障 害 非 行 育 成 その他 合 計 

児童虐待 その他 

延 べ 人 数 106 35 3 144

延 べ 日 数 4,802 924 207 5,933

一人平均日数 45.3 26.4 69.0 41.2

年 齢 層 延べ人数 

1 0 1 ～ 1 5 歳 19

1 6 1 ～ 1 1 歳 55

1 2 1 ～ 1 4 歳 34

1 5 歳 以 上 36

合  計 144

0～5歳

13.2%

6～11歳

38.2%

12～14歳

23.6%

15歳以上

25.0%

年齢層別入所状況
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帰宅

54.2%

施設入所

6.3%

他機関に

移送

7.6%

保護先変更

18.1%

その他

13.9%

保護児童の退所状況

③ 保護児童の退所状況

保護児童の退所状況は、「帰宅」が最も多く全体の約 54％を占めています。 

（２） 一時保護委託の状況 

一時保護委託は、乳児や重度障害児など、一時保護所での対応が難しい場合に、他の

適した機関に委託するものです。 

令和４年度の一時保護委託の延べ児童数は 100 人です。また、延べ入所日数は 2,241

日です。 

① 年齢層別の委託状況 

令和４年度の一時保護委託した児童を年齢層別に分類したものが下図です。「0～5

歳」の入所数が多く、約 54％を占めています。 

退 所 状 況 延べ人数 

帰  宅 78

施 設 入 所 9

他機関に移送 11

保 護 先 変 更 26

そ の 他 20

合  計 144

年 齢 層 
延べ人数 

1 0 1 ～ 1 5 歳 54

1 6 1 ～ 1 1 歳 23

1 2 1 ～ 1 4 歳 7

1 5 歳 以 上 16

合  計 100

0～5歳

54.0%

6～11歳

23.0%

12～14歳

7.0%

15歳以上

16.0%

年齢層別委託入所状況
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② 相談種類別の委託状況

児童を相談種類別に分類すると、「養護」相談のうち「児童虐待」相談が 57％にな

っています。

（人：日） 

一時保護委託 
養 護 

障 害 非 行 育 成 その他 合 計 
児童虐待 その他 

延 べ 人 数 57 41 2 100

延 べ 日 数 1,516 684 41 2,241

一人平均日数 26.6 16.7 20.5 22.4

③ 委託先別の委託状況 

児童を委託先別に分類すると、委託した児童数が最も多いのは、「里親」で、一人あ

たりの日数が多いのは、「児童養護施設」です。 

（人：日） 

一時保護委託
児童養護
施設 

乳児院
児童自立
支援施設

児童心理
治療施設

障害児
関係施設

里 親 医療機関 その他 合 計

延 べ 人 数 34 3 9 42 8 4 100

延 べ 日 数 842 52 116 1,025 166 40 2,241

一人平均日数 24.8 17.3 12.9 24.4 20.8 10.0 22.4

④ 委託児童の委託解除状況 

児童の委託解除状況は、「保護先変更」が最も多く、全体の約 27％を占めています。 

委託解除状況 延べ人数 

帰  宅 27

施 設 入 所 26

里 親 委 託 9

保 護 先 変 更 35

そ の 他 3

合  計 100

帰宅

27.0%

施設入所

26.0%里親委託

9.0%

保護先変更

35.0%

その他

3.0%

委託児童の委託解除状況
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（３） 一時保護所「わかばのいえ」での生活状況 

① 生活の流れ

② 施設の紹介

③ 生活の様子

・ 一時保護所での 

時 分 一 日 の 日 課

６ ４５ 起 床（月～金）

７
１５
３０

起 床（土・日・休日）
朝 食（月～金）

８
００
３０

朝 食（土・日・休日）
ラ ジ オ 体 操

９ ３０ 学 習（～１０：１５） 環境整備（水） 作文（土） 自由時間（日・休日）

１０ ３０ 学 習（～１１：１５）       自 由 時 間 （土・日・休日）

１１ ３０ 読 書（～１１：４５）      自 由 時 間 （土・日・休日）

１２ ００ 昼 食

１３ ３０ 工 作（１時間目～１４：１５） 自 由 時 間 （水・土・日・休日）

１４ ３０ 工 作（２時間目～１５：１０） 自 由 時 間 （水・土・日・休日）

１５ １０ 掃 除

１５ ３０ 入 浴 ・ 自 由 時 間

１７ ３０ 夕 食

１８ ３０ 日 記

１９ ００ 自 由 時 間

２０ ００ お や つ

２１
００
３０

就 寝 準 備
消 灯・就 寝

学習は、主に国語と算数を勉強しますが、

一人一人学力に応じた課題を行います。 

掃除の時間は、みんなで決められた場

所を一緒に掃除をします。 

自由時間は、ゲームをしたり、マンガを

読んだり、外で遊んだりできます。 

居室です。 

心理治療室です。 

職員と心理検査、面

接をします。 
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３ 相談種類別の内容 

（１） 養護相談【受付件数 996 件】

養護相談とは、児童虐待、父又は母等の保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入院、

稼動及び服役等による養育困難児、棄児、迷子、親権を喪失・停止した親の子、後見

人を持たない子ども等の環境的問題を有する子ども、養子縁組に関する相談です。 

① 受付件数の推移

令和４年度の養護相談（児童虐待含む）の受付件数は 996 件で、前年度より 33 件

増加しています。 

年 度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

件 数 648 853 980 963 996 

② 経路別受付件数

受付件数を経路別に分類すると、最も多いのは「警察等」で、次いで「近隣・知人」、

「家族・親戚」の順となっています。 

32

22

185

167

7

4

58

7

19

1

358

7

2

2

4

1

37

83

0 50 100 150 200 250 300 350 400

その他

児童本人

近隣・知人

家族・親戚

児童委員(通告の仲介を含む)

教育委員会等

学校

幼稚園

医療機関

保健所

警察等

認定こども園

児童福祉施設(保育所除く)

保育所

県・指定・中核(その他)

県・指定・中核(保健セ)

県・指定・中核(福祉事務所)

県・指定・中核(児童相談所)

経路別受付件数

（件）



- 24 -

③ 年齢別受付件数

受付件数を年齢別に分類すると、「2 歳」が 66 件で最も多く、次いで「3 歳」、「7

歳」・「10歳」の順となっています。 

④ 相談理由別受付件数

受付件数を相談理由別に分類すると、最も多い理由は「児童虐待」の 801 件で、次

いで「家族環境のその他」が 166 件となっています。 
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相談理由別受付件数
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（２） 障害相談【受付件数 1,522 件】 

   障害相談とは「肢体不自由」、「視聴覚障害」、「言語発達障害等」、「重症心身障害」、

「知的障害」、「発達障害」などの相談です。 

① 経路別受付件数

受付件数を経路別に分類すると、最も多いのは「福祉事務所」からの 831 件で、療

育手帳の新規申請や再判定の申請等が多いことによるものです。 

② 年齢別受付件数

受付件数を年齢別に分類すると、「3 歳」が 147 件で最も多く、次いで「14 歳」、

「6 歳」の順となっています。 
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③ 相談種類別受付件数

受付件数を相談種類別に分類すると、「知的障害相談」が 1,512 件で最も多く、そ

の大半が療育手帳の判定に関するものです。 

種 類 別 件 数 左記「知的障害の内訳」 件 数 

肢 体 不 自 由 3 療育手帳（新規申請） 392

重 症 心 身 障 害 5 療育手帳（再 判 定）     364

知 的 障 害 1,512 資 料 提 供 依 頼 692

発 達 障 害 2 そ  の  他 64

合    計 1,522 合    計    1,512

療育手帳

（新規申請）

25.9%

療育手帳

（再判定）

24.1%

資料提供依頼

45.8%

その他

4.2%

知的障害相談内訳
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（３） 非行相談【受付件数 12 件】 

   非行相談は、ぐ犯等相談と触法行為等相談の 2 種類に分けられます。ぐ犯等相談は、

虚言、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、金品持ち出し等の問題行為のある子ども、又は警察

署からぐ犯少年として通告されるなど、犯罪のおそれのある不良行為の見られる子ども

の相談です。触法行為等相談は、触法行為があったとして警察等から児童福祉法第 25

条による通告のあった子ども、犯罪少年に関して家庭裁判所から送致のあった子どもに

関する相談です。 

① 経路別受付件数

受付件数を経路別に分類すると、「警察等」が 5件で最も多くなっています。 

② 年齢別受付件数

受付件数を年齢別で分類すると、「13 歳」が男子と女性合わせて 4 件と最も多く

なっています。 
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1 1

2

11

0

1

2

3

窃盗(万引き) 傷害 暴行 公然わいせつ

触法行為等相談 男子

女子件

③ 相談理由別受付件数

受付件数を相談理由別に分類すると、ぐ犯等相談については、男子の「盗み」が最

も多く、触法行為等相談については、男子の「暴行」が最も多くなっています。 

（件）

（件） 

ぐ犯等相談 男子 女子 

盗  み 2

金品持ち出し 1

不健全性行為 1

そ の 他 1 1

合  計 4 2

触法行為等 男子 女子 

窃盗（万引き） 1 1

傷  害 1

暴  行 2

公然わいせつ 1

合  計 5 1

2

1 11 1

0

1

2

3

盗み 金品持ち出し 不健全性行為 その他

ぐ犯等相談 男子

女子件
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（４） 育成相談【受付件数 60 件】 

   育成相談には、子どもの人格の発達上問題となる反抗、友達と遊べない、落ち着きが

ない、内気、緘黙、家庭内暴力、生活習慣の著しい逸脱等、性格もしくは行動上の問題

を有する子どもに関する相談（性格行動相談）、学校及び幼稚園等に在籍中で、登校（園）

していない状態にある子どもに関する相談（不登校相談）、進学適性、職業適性、学業

不振等に関する相談（適性相談）、家庭内における幼児のしつけ、子どもの性教育、遊

び等に関する相談（しつけ相談）があります。 

① 経路別受付件数

受付件数を経路別に分類すると、「家族・親戚」が 58 件と多くなっています。 

② 年齢別受付件数

受付件数を年齢別に分類すると、「10 歳」・「12 歳」・「15 歳」がそれぞれ 10 件と多

くなっています。 
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③ 相談理由別受付件数

受付件数を相談理由別に分類すると、「性格行動」に関する相談が最も多く、男子

が 24 件、女子が 17 件となっています。 

24

8

5

17

4

2

0

10

20

30

性格行動 不登校 育児・しつけ

相談理由別受付相談 男子

女子
件



- 31 -

４ 児童虐待について 

（１） 児童虐待に関する相談 

児童虐待とは、子どもが親又は監護者から身体的、心理的、性的に危害を加えられた

り、適切な養育や保護が得られなかったり（ネグレクト）する状況を指します。 

① 対応件数の推移

令和４年度の児童虐待に関する相談の対応件数は、872 件で前年度と比較すると

49 件増加しています。 

② 児童虐待の各種別の推移

児童虐待を各種別に分類すると、「心理的虐待」が 464 件と最も多く、全体の約 53％

を占めています。 
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件 数 494 474 575 764 833 823 872

（件） 
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0歳～3歳

未満

18.6%

3歳～学齢前

18.8%
小学生

39.6%

中学生

15.1%

高校生

・その他

7.9%

年齢層別対応件数

③ 経路別対応件数

対応件数を経路別に分類すると、「警察等」からの通告が 310 件と最も多く、全体

の約 36％を占めます。次いで「近隣・知人」からの通告が多くなっています。 

④ 年齢層別対応件数

対応件数を年齢層別に分類すると、「小学生」が 345 件で、全体の約 40％を占めて

います。 
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⑤ 主たる虐待者（児童虐待行為を行う者） 

主たる虐待者として最も多いのは「実母」の 460 件で、全体の約 53％を占めてい

ます。 

⑥ 相談対応別件数

対応件数として最も多いのは「継続指導」の 656 件で、全体の約 75％を占めてい

ます。 

主たる虐待者 件 数 

実  父 347

実父以外の父親 51

実  母 460

実母以外の母親 1

そ の 他 13

合  計 872

対  応 件 数 

助 言 指 導 126

継 続 指 導 656

他機関あっせん 27

児童福祉司指導 49

福祉事務所送致 7

児童福祉施設入所 5

里 親 委 託 2

合  計 872

実父

39.8%

実父以外の

父親

5.8%

実母

52.8%

実母以外の

母親

0.1%

その他
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14.4%
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児童福祉司

指導

5.6%

福祉事務所

送致又は通知

0.8%

児童福祉

施設入所

0.6% 里親委託

0.2%

相談対応別件数
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５ 里親について 

（１） 里親・里子の状況 

里親とは、親の病気や虐待など様々な事情によって、実家庭での養育が困難な児童を

自分の家庭に迎え入れ、温かい愛情と正しい理解をもって養育してくださる方のことで

す。里親には、「養育里親」、「専門里親」、「養子縁組里親」、「親族里親」の 4 種類があ

ります。またファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）は、5 人もしくは 6 人を

定員としてファミリーホーム事業者の家庭に児童を迎え入れるものです。 

①  里親登録数 

令和 5 年 3 月末現在、浜松市内で登録されている里親数は 111 組で、令和 4 年度

に新たに登録された里親は 7 組です。里親の内訳は、「養育里親」が最も多く 109 組

です。「専門里親」4組と「養子縁組里親」51組は、「養育里親」と二重登録をしてい

ます。 

令和 3 

年度末 

登録数

令和 4 

年度新規

登録数

令和 4 

年度取消

登録数

令和 4 

年度末 

登録数

種類別登録数

養育里親 専門里親 親族里親 
養子縁組 

里 親 

登録数 109 7 5 111 109 4(4) 0 53(51)

（ ）は養育里親との二重登録数 

②  里親・ファミリーホーム委託件数 

令和 4 年度に新規に委託した件数は 14 件で、0 歳から 6 歳児までの乳幼児が大半

を占めています。委託を解除又は変更した件数は 15 件です。 

（件） 

 0 歳 1～6 歳 7～12 歳 13～15 歳 16 歳以上 合 計 

新 規 委 託 9 4 1 0 0 14

委託解除・変更 3 5 1 1 5 15

③ 里親・ファミリーホーム委託件数及び委託率の推移 

市内登録 
里 親 

管 外 
里 親 

ファミリー
ホーム 

合 計 委託率 

平成 30 年度 26 1 5 32 26.7

令和 元年度 36 1 6 43 33.1

令和 ２年度 42 2 5 49 37.4

令和 ３年度 46 2 6 54 42.9

令和 ４年度 46 1 6 53 40.2

（各年度 3月末現在） 

（件：％） 

（組） 
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（２） ショート・ルフラン事業 

ショート・ルフラン事業は、児童福祉施設に入所している子どもたちを、週末や夏休

み、冬休み等、長期休暇中に里親宅に迎え入れ、家庭的な雰囲気を体験させ、将来の施

設退所後の自立を促進することを目的としています。 

  実施日数 受入里親数 受入児童数 

前期(14 月～9月） 72 日 9 組 10 人

後期(10 月～3月） 73 日 9 組 11 人

（３） 里親支援事業 

① 普及啓発事業 

内    容

ポスター・チラ

シ等による啓発 

① 令和4年15月～遠州鉄道電車駅構内ポスター掲示 

② 令和4年15月16日～チラシ配架 

協働センター・行政関係機関・図書館 

③ 令和4年16月16日～16月13日 

ポスター・パネル掲示 チラシ配架 プレ葉ウォーク浜北 

④ 令和4年16月11日  啓発物品配布 プレ葉ウォーク浜北 

⑤ 令和4年10月14日 啓発物品配布 JR浜松駅前 

⑥ 令和4年10月11日～10月17日 

ポスター・パネル掲示 チラシ配架 イオンモール志都呂 

⑦ 令和4年10月22日～10月31日 遠鉄バス電光広告掲示 

⑧ 令和4年11月13日 

チラシ配架 第14回くすりと健康フェスタ  

⑨ 令和4年11月号 広報はままつ 里親特集掲載 

里親啓発 DVD の

公開 
里親制度について紹介する映像を浜松市ホームページ等で公開 

出前講座 

内容:里親制度についての説明 

① 実施日:令和 4年 16 月 18 日 

場 所:臨済宗方広寺派大本山 方広寺 

参加者:宗教法人 方広寺 僧侶等 42 人 

② 実施日:令和 4年 10 月 27 日 

場 所:十全記念病院（オンライン） 

参加者:静岡県医療ソーシャルワーカー協会 会員 15 人 

③ 実施日:令和 5年 11 月 13 日   

場 所:児童養護施設 清明寮 

参加者:静岡こども福祉専門学校 学生等 14人 

一日里親事業 実施日:令和4年10月23日 45人参加 
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企業訪問等によ

る啓発 

4社5団体の社員・職員や来訪された市民に周知 

29医療機関（産科・婦人科）に受診された市民に周知 

里親制度説明会 4 月から 2月まで通算 11 回実施。33 組 48 人参加 

里親希望者との

面接 
里親希望者との面接を随時実施。35 組（実 25 組）61 人 

チラシ制作 里親募集チラシを作成し、関係機関等に配布 

② 里親研修事業 

内    容

養育里親研修

基礎研修 

講義演習： 

① 令和4年16月14日 4組（ 8人) 

② 令和4年12月13日 5組（10人） 

施設実習：参加者の希望する日  

修了者数：9組 18 人 

登録前研修 

講義演習： 

① 令和4年17月12日、令和4年17月 9日 

② 令和5年11月14日、令和5年11月21日 

施設実習：参加者の希望する日 

修了者数：8組 15 人  

更新研修 

講義演習： 

① 令和4年18月27日 

② 令和4年19月12日 

修了者数：22 組 39 人 

専門里親研修 
専門里親の登録・更新研修を母子愛育会に委託して実施 

登録研修受講者：なし  更新研修受講者：1名 

ペアレント・ 

トレーニング 

児童心理司による養育中の里親を対象としたペアレント・ト

レーニングを実施 

【里母対象】（全 7回） 

実施日：令和4年 9月16日、令和4年 9月26日、 

令和4年10月06日、令和4年10月18日、 

令和4年11月10日、令和4年11月25日、 

令和4年12月 6日 

参加者：3人（延べ 18人） 

【里父対象】（全 3回） 

実施日：令和4年10月14日、令和4年10月28日、 

令和4年11月11日 

参加者：4人（延べ 10人） 
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里親研修会

実施日：令和 4年 11月 15 日 

内 容：社会的養護の子どもに寄り添う otona の存在 

講 師：細貝 祐輔（浜松市児童相談所 判定第二グループ）

場 所：浜北文化センター 

参加者：10 人 

実施日：令和 5年 12 月 25 日 

内 容：幼児期における子どもの遊びと発達 

講 師：伊藤 伸寿（聖隷クリストファー大学 教授） 

場 所：浜北文化センター 

参加者：13 人 

実施日：令和 5年 13 月 11 日 

内 容：”里親と里親のつながり“ 

里親会の意義、目指す姿及び活動内容等について 

講 師：静岡市里親会 

場 所：アイミティ浜松 

参加者：24 人 

【未委託里親研修】（全 3回） 

① 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため開催中止 

② 実施日：令和 4年 12 月 10 日 

内 容：子どもの育ちを支える食 

 ～はじめよう。おいしく楽しく離乳食～ 

講 師：渥美 久美、松井 友香 

（浜松市健康福祉部健康増進課 管理栄養士） 

場 所：浜北文化センター 

参加者：4人 

③ 実施日：令和 5年 11 月 16 日 

内 容：保育園実習 

場 所：市内保育園 3か所 

参加者：3人 
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③ 里親による相互交流 

内    容

里親サロン 

【通常のサロン】（全11回） 

実施日：令和4年 5月19日、令和4年 6月16日、 

令和4年 7月21日、令和4年 8月18日、 

令和4年 9月15日、令和4年10月20日、 

令和4年11月17日、令和4年12月15日、 

令和5年 1月26日、令和5年 2月16日、 

令和5年 3月16日  

参加者：37人 

【乳幼児サロン】（全6回） 

実施日：令和4年 5月31日、令和4年 7月 5日、 

令和4年 9月 2日、令和4年11月 1日、 

令和5年 1月13日、令和5年 3月 3日 

参加者：18人 

【学齢児サロン】（全5回） 

実施日：令和4年 6月28日、令和4年 8月 2日、 

令和4年10月 7日、令和4年12月 2日、 

令和5年 2月 3日 

参加者：25人 

④ 里親委託支援 

内    容

乳児受託前実習 
新規受託時の育児手技の習得、関係構築のための実習 

養育里親宅にて 3件(延べ 11 回) 

委託前施設実習 
児童福祉施設からの育児手技の習得、関係構築のための実習 

1 件（延べ 5回） 

新規委託調整 
新規里親・ファミリーホーム委託件数：14 件 

里親・ファミリーホームへの一時保護件数：42件 

里親委託支援 
里親担当職員による里親宅への家庭訪問、里親との面接、保

護者面接への同席を随時実施 

レスパイト・ケア

 実施箇所 実施件数 延実施日数 

施設 1 箇所 04 件 114 日

里親 8 箇所 62 件 111 日

合計 9 箇所 66 件 115 日

里親委託等推進

委員会 
新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため開催中止 
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⑤ その他 

内    容

子どもの家庭養

育推進官民協議

会 

子どもの家庭養育推進官民協議会に平成28年4月の設立時よ

り加盟 

令和4年05月19日  総会（オンライン開催） 

里親会 

① 関東甲信越静里親大会浜松市研修大会実務者会議（10回）

への参加 

② 関東甲信越静里親大会浜松市研修大会実行委員会（12回）

への参加 

③ 総会・理事会（03回）へのオブザーバー参加 
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６ 児童相談所職員の活動状況

（１） 児童福祉司、相談員の活動状況 

児童福祉司や相談員は、子どもの福祉に関する相談に応じ、児童、保護者、関係者等

に必要な支援、指導、関係調整等を行います。調査・社会診断とは、児童福祉司、相談

員等のケースワーカーが、面接、電話、家庭訪問、文書照会等により行った調査・支援

のことです。 

調査・社会診断指導等 

児童 保護者 関係者等 合 計 

児童虐待 597 2,090 2,241 4,928

非  行 114 339 390 843

そ の 他 1,530 1,148 892 3,570

合  計 2,241 3,577 3,523 9,341

（２） 児童心理司の活動状況 

児童心理司は、診断面接、心理検査、観察等によって子ども、保護者等に対して心理

診断を行うとともに、心理療法、カウンセリング、助言指導等の各種技法を用いて支援

を行います。 

① 心理診断指導

② 個別ケア事業（児童養護施設等の入所児童のための継続的な心理面接）

実施児童数 131 人 （児童福祉施設等 14 施設） 

（回）  

                   児童心理司 1人平均面接回数 年間 69.3 回 

知 能 

検 査 

発 達 

検 査 

人 格 

検 査 

その他

検 査 

面接・観

察・指導

心理療法・

カ ウ ン セ

リ ン グ

合 計 

児 童 671 270 142 64 1,862 2,442 5,451

保 護 者 1 2 1,213 811 2,027

関係者等 956 1,980 2,936

合 計 671 270 143 66 4,031 5,233 10,414

幼 児 小学生 中学生 高校生 その他 合 計 

延面接回数 78 356 258 113 27 832

（件） 

（件） 
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③ 乳児院「こどもの育ち・育てをつなぐ」支援事業

乳児院入所児童を対象に、心理判定、行動観察、親子交流等の様子を『はままつ「育

ち・育て」年表』にまとめ、今後措置変更した際の「育ちの連続性の保障」を行いま

す。 

(ｱ) 心理判定 

入所児に定期的に発達検査を行い、発達状況を確認します。 

(ｲ) 行動観察 

年５回、保育場面に職員が参加し、集団場面での行動観察を行います。 

※その他、ケース検討、親子面会立会い、慣らし保育同行を適宜行います。 

（人） 

対象児童数 延べ児童数 

心 理 判 定 4 4

行 動 観 察 5 14

④ ペアレント・トレーニング

児童養護施設職員を対象に、日常生活上に課題を抱える児童への対応方法をグルー

プで学び、入所児の処遇向上を図ります。 

（回：人）        

実参加職員数 実施回数 延べ参加職員数 

清 明 寮 2 9 18

わ こ う 3 9 27

すみれ寮 3 9 27

⑤ 児童養護施設職員研修

児童養護施設職員を対象に研修を実施して職員の質の向上を図り、入所児童の心

理的支援を促します。 

（人）

テーマ 実 施 日 
延べ参加

職員数 

清 明 寮 ASD 傾向児への対応について 令和4年17月17日 17

わ こ う

トラウマの理解と対応 

（若手職員対象） 
令和4年19月16日 17

発達障害の特性のある子どもの支

援から職員のチームワークを考える

（中堅職員対象） 

令和4年19月30日 17

⑥ 就学支援専門調査（技術援助）

年間調査件数  6 件
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（３） 保健師の活動状況

保健師は、乳幼児や身体的・性的虐待の医療機関受診同行、保健センター・医療機関

等関係機関との連携（情報集約）、里親支援等を行います。 

また、性的虐待を受けた児童及び性的逸脱行動のある児童に対し性教育を実施し、施

設職員に対しても施設内性教育実施のための支援を行っています。 

① 性教育指導 

（回：人）

対 象 回 数 延べ参加人数 

施設入所児童 
個別指導 1 1

集団指導 10 140

施 設 職 員 集団指導 4 38

里親（登録前） 集団指導 2 17

一時保護児童 個別指導 4 4

在 宅 児 童 個別指導 3 3

合  計 
個別指導 8 8

集団指導 16 195

（４） 通訳対応状況 

520 件  

（対応言語：ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語、ベトナム語、中国語、英語） 

（５） 嘱託医による医学的診断の状況 

（件）

 診察・指導 医学的検査 そ の 他 合 計 

児   童 26 26

保 護 者 18 18

関 係 者 等 7 7

合 計 51 0 0 51

（６） 要保護児童対策地域協議会 

要保護児童の適切な保護又は要支援児童への適切な支援を図るためには、関係機関がその

児童等に関する情報や考え方を共有し、適切な連携の下で対応していくことが重要であり、

関係機関の円滑な連携・協力を確保するために、浜松市こども家庭部子育て支援課に事務局

を置く浜松市要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という）が設置されています。 

また、協議会には、代表者会議、実務者会議及び個別ケース検討会議が設置されています。

各区で毎月開催されている実務者会議では、適切な連携を図るとともに必要な技術援助を行

っています。 
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① 代表者会議への参加状況 

開催数 年 2回

構成機関

子育て支援課、児童相談所、次世代育成課、幼児教育・保育課、

健康増進課、障害保健福祉課、精神保健福祉センター、学校教

育部指導課、UD・男女共同参画課、各区社会福祉課、浜松市警

察部、静岡県弁護士会浜松支部、静岡地方法務局浜松支局、浜

松市人権擁護委員連絡協議会、浜松市医師会、静岡県精神神経

科診療所協会、浜松市歯科医師会、浜松市薬剤師会、浜松市助

産師会、浜松市民生委員児童委員協議会、浜松民間保育園長会、

浜松市私立幼稚園協会、浜松市社会福祉施設協議会児童・障害

部会、浜松市里親会、浜松市児童家庭支援センター、浜松市障

がい者基幹相談支援センター、その他浜松市長及び協議会が必

要と認める者 

議 事
浜松市要保護児童対策地域協議会の役割と課題 

浜松市における要保護児童対策の現状 

事務局 こども家庭部子育て支援課 

② 実務者会議への参加状況 

設置数
7区 8組織（中区に 2組織設置） 

中区、東区、西区、南区、北区、浜北区、天竜区 

開催数 各区月 1回（計 96 回） 1,321 ケース（延べ 4,325 件） 

構成機関

各区社会福祉課、各区健康づくり課、児童相談所、障害保健福

祉課、学校教育部指導課、区を管轄する警察署、障がい者相談支

援センター、障がい者相談支援事業所（シグナル）、ファミリー

ソーシャルワーカーを配置する児童福祉施設、浜松市児童家庭

支援センター、その他浜松市長及び協議会が必要と認める者 

事務局 各区社会福祉課 

③ 個別ケース検討会議への参加

会議は、必要に応じ随時開催され、児童相談所の主催回数は、令和４年度 114 回と

なっています。 

会議に参加する関係機関は、児童相談所、各区社会福祉課、各区健康づくり課、主

任児童委員、民生委員・児童委員、保育所、幼稚園、小中学校、高校、教育委員会、

医療機関など当該要保護児童等に直接関わる者、今後関わる可能性のある機関で構成

されます。 
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・一般市民
・民生委員、児童委員

・保育所、幼稚園、認定こども園
・学校

・警察
・医療機関

要保護児童

児童相談所

（緊急対応が主）

各区健康づくり課
（地区担当保健師）
障害保健福祉課
（精神保健担当）

個別ケース検討会議
（担当者による個別ケース支援の検討・役割分担）

実務者会議
（要保護児童等支援の進行管理、支援評価）

代表者会議
（虐待防止システム全体の検討、虐待防止啓発）

子育て支援課
（関係機関調整、代表者会議の開催）

見守り等の
家庭訪問

一時保護等

一時
保護所通

告
相
談

通
告

支援
里親

乳幼児健
診・訪問な
どから発見

相
談

要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会

家庭児童相談室

各区社会福祉課
（要対協調整機関）
（一義的相談の窓口）

児 童 虐 待 対 応 フ ロ ー
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（７） 浜松市社会福祉審議会児童福祉専門分科会児童処遇部会

児童福祉法第27条第6項に規定する措置及び児童福祉法施行令第29条に規定する里

親の認定を調査審議するため、児童福祉専門分科会に児童処遇部会を設置しています。 

① 開催状況及び構成委員

開催回数 3 回 

構成委員 社会福祉事業従事者 1名、医師 2名、学識経験者 1名、弁護士 1名 

計 5名 

② 諮問件数

児童福祉法第 27条第 6項に基づく意見聴取 12 件 

児童福祉法施行令第 29条に基づく里親認定 17 件 

（８） 児童福祉週間事業 

浜松市児童相談所の事業を広く市民に広報するため、例年「児童福祉週間」（5 月 5

日から 11 日）の周知に併せて、浜松市ゆかりの著名人や児童福祉関係者に「一日児童

相談所長」を委嘱し、児童相談所の業務や児童福祉施設の事業を視察し講評をいただい

ています。 

① 一日児童相談所長の委嘱 

実施日：令和 4年 5月 11 日（水） 

嘱託者：浜松市民生委員児童委員協議会 会長 杉山 晴康 氏 

内 容：児童相談所総合会議見学 

一時保護所「わかばのいえ」見学 

児童養護施設「清明寮」見学 

（９） 児童虐待防止・健全育成活動（出前講座） 

（人） 

番号 開催日 内 容（テーマ） 対 象 参加人数 

1 15 月 20 日（金） 児童相談所の業務について 民生委員 20 

2 16 月 18 日（水） 里親について 僧侶等 43 

3 16 月 19 日（木） 児童相談所の業務について 保育士、幼稚園教諭 20 

4 16 月 15 日（水） 児童相談所の業務について 大学生 25 

5 17 月 11 日（金） 児童相談所の業務について 相談支援関係職員 10 
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   （人）

番号 開催日 内 容（テーマ） 対 象 参加人数 

6 17 月 26 日（火） 児童相談所の業務について 小・中学校教職員 149 

7 17 月 26 日（火） 児童相談所の業務について 養護教諭 35 

8 19 月 28 日（水） 児童相談所の業務について 民生委員 90 

9 10 月 27 日（木） 里親について 医療機関職員 15 

10 11 月 11 日（火） 児童相談所の業務について 教育・福祉関係者 40 

11 11 月 14 日（金） 児童相談所の業務について 保育士、幼稚園教諭 10 

12 11 月 19 日（水） 児童相談所の業務について 学校事務職員 19 

13 11 月 19 日（土） 児童相談所の業務について 外国人支援者 20 

14 11 月 24 日（木） 児童相談所の業務について 児童養護施設職員 16 

15 12 月 11 日（木） 児童相談所の業務について 小・中学校教職員 141 

16 12 月 16 日（火） 児童相談所の業務について 医療機関職員 12 

17 11 月 13 日（金） 里親について 専門学校教員、学生 15 

18 11 月 14 日（土） 児童相談所の業務について 保育士、幼稚園教諭 22 

19 11 月 18 日（水） 児童相談所の業務について 障がい児支援関係者 70 

20 12 月 11 日（水） 児童相談所の業務について 医療機関職員 85 

21 12 月 27 日（月） 児童相談所の業務について 医療機関職員 50 

22 13 月 10 日（金） 児童相談所の業務について 医療機関職員 60 

参加人数合計 967 
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（１０） 研修実績

① 児童相談所職員内部研修

職員の資質向上のため、職員が相互に講師となったり、参加者全体で意見交換した

りすることにより研修を行っています。 

（人） 

番号 開催日 内 容（テーマ） 講 師（発表者） 
参加 

人数 

1 
14 月 14 日（月）

～14月15日（火）
新任職員等研修 児童相談所職員 7 

2 14 月 16 日（水） 新任職員等コミュニケーション研修 
児童福祉司、児童心理

司 
22 

3 16 月 11 日（水） 職員のメンタルヘルス研修 
児童福祉司、児童心理

司 
38 

4 17 月 16 日（水） 休日夜間の緊急対応研修 児童福祉司 8 

5 17 月 12 日（火） 判定グループ研修（事例検討） 児童心理司 15 

6 18 月 13 日（水）
児童虐待分野における多機関連携に

関する研修 

児童福祉司、児童心理

司 
35 

7 19 月 17 日（水）
リスクアセスメントと包括的アセス

メント研修 

児童福祉司、児童心理

司 
42 

8 10 月 15 日（水）
ケースカンファレンスの質的向上研

修 

児童福祉司、児童心理

司 
21 

9 11 月 12 日（水） スーパーバイザー研修 児童福祉司 11 

10 11 月 18 日（火） 判定グループ研修（事例検討） 児童心理司 15 

11 11 月 11 日（金）
児童虐待分野における多機関連携に

関する研修 

児童福祉司、児童心理

司 
17 

12 11 月 17 日（木） 法務研修 
児童相談所非常勤弁護

士
25 

13 12 月 17 日（水） 職員のメンタルヘルス研修 
児童福祉司、児童心理

司 
41 

14 11 月 27 日（金） 判定グループ研修（事例検討） 児童心理司 13 

15 12 月 11 日（水）
虐待対応におけるコーディネート力

育成のための研修 

児童福祉司、児童心理

司 
19 

参加人数合計 329 
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② 外部（参加）研修及び会議 

（人） 

番号 研修名 主 催 場 所 
開催 

時期 
日数 

参加

人数 

1 全国児童相談所長会議 ※1 厚生労働省 東京都 9 月 ― ― 

2 
東京都及び政令指定都市児童相

談所長会議 ※1 

東京都及び政令指定

都市児童相談所長会
熊本市 11 月 ― ― 

3 
東海北陸ブロック児童相談所長

会議 ※1 

東海・北陸ブロッ

ク児童相談所長会
金沢市 3 月 ― ― 

4 
東海北陸ブロック児童相談所実

務担当課長会議 

東海・北陸ブロッ

ク児童相談所長会
金沢市 12 月 ― ― 

5 相談業務研修 内閣府 東京都 10 月 5 日 1 

6 児童からの聴取技法研修会 
静岡県こども家庭

課 
静岡市 9 月 2 日 1 

7 
警察と児童相談所等との合同研

修会 

静岡県こども家庭

課 
藤枝市 10 月 1 日 5 

8 犯罪被害者等支援担当者研修会 
静岡県くらし交通

安全課 
浜松市  7 月 1 日 1 

9 
児童福祉司スーパーバイザースキ

ルアップ研修 

静岡県中央児童相

談所 
藤枝市 3 月 1 日 1 

10 面接スキルトレーニング ※2 
静岡県中央児童相

談所 
浜松市 6～12月 7 日 8 

11 
令和4年度第1回静岡県児童相談

所児童心理司等研修会 ※3 

静岡県東部児童相

談所 
沼津市 7月 1 日 19 

12 
令和4年度第2回静岡県児童相談

所児童心理司等研修会 ※3 

静岡県西部児童相

談所
磐田市 2 月 1 日 16

13 
児童福祉司任用前講習会等合同

研修 

静岡県、静岡市、

浜松市 
静岡市 4～16月 5 日 5 

14 児童福祉司任用後研修  
静岡県、静岡市、

浜松市 

静岡市 

藤枝市 
7～19月 5 日 4 

15 
静岡県こころの緊急支援活動研修

会 ※3 

静岡県精神保健福

祉センター 
静岡市 12 月 1 日 2 

16 
日本子ども虐待防止学会第 28 回

学術集会ふくおか大会

日本子ども虐待防

止学会 
福岡市 12 月 2 日 4 

17 
指導教育担当児童福祉司任用前

研修

子どもの虹情報研

修センター 
横浜市 7～12月 5 日 2 

18 
児童相談所、一時保護所職員スー

パーバイザー研修 

国立武蔵野学院附属

人材育成センター 
さいたま市 7 月 3 日 1 
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   （人）

番号 研修名 主 催 場 所 
開催 

時期 
日数 

参加

人数 

19 
児童相談所、一時保護所職員実務

者研修 

国立武蔵野学院附属

人材育成センター 
さいたま市 10月 3 日 1 

20 悠主催講演会 ※3 
児童心理療育施設 

悠 

三重県 

桑名市 
11 月 1 日 3 

21 名古屋RIFCR 研修 
チャイルドファー

ストジャパン 
名古屋市 9月 1 日 4 

受講者数合計 78 

※1 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、書面による開催。「場所」は、主催機関の所在地。 

※2 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、県内児童相談所ごとに分散して開催。 

※3 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、インターネットを利用したオンライン開催に参加。 



- 50 -

主要関係機関一覧（令和 6年 1月時点）

静岡県内児童相談所 

名  称 郵便番号 所 在 地 電話番号 

静岡県中央児童相談所 426-0075 藤枝市瀬戸新屋 362-1 054-646-3570

静岡県賀茂児童相談所 415-0016 下田市中 531-1 0558-24-2038

静岡県東部児童相談所 410-8543 沼津市高島本町 1-3 055-920-2085

静岡県富士児童相談所 416-0906 富士市本市場 441-1 0545-65-2141

静岡県西部児童相談所 438-8622 磐田市見付 3599-4 0538-37-2810

静岡市児童相談所 420-0947 静岡市葵区堤町 914-417 054-275-2871

浜松市児童福祉担当 

名  称 郵便番号 所 在 地 電話番号 

中央福祉事業所   児童家庭課 430-8652 浜松市中央区元城町 103-2 053-457-2300

中央福祉事業所（東）児童家庭担当 435-8686 浜松市中央区流通元町 20-3 053-424-0121

中央福祉事業所（西）児童家庭担当 431-0193 浜松市中央区雄踏一丁目 31-1 053-597-1157

中央福祉事業所（南）児童家庭担当 430-0897 浜松市中央区江之島町 600-1 053-425-1564

浜名福祉事業所    社会福祉課 434-8550 浜松市浜名区貴布祢 3000 053-585-1677

浜名福祉事業所（北）社会福祉担当 431-1395 浜松市浜名区細江町気賀 305 053-523-2893

天竜区福祉事業所   社会福祉課 431-3392 浜松市天竜区二俣町二俣 481 053-922-0173

浜松市母子保健担当課 

名  称 郵便番号 所 在 地 電話番号 

中央健康づくりセンター 430-8652 浜松市中央区元城町 103-2 053-457-2890

中央健康づくりセンター（東） 435-8686 浜松市中央区流通元町 20-3 053-424-0122

中央健康づくりセンター（西） 431-0193 浜松市中央区雄踏一丁目 31-1 053-597-1174

中央健康づくりセンター（南） 430-0897 浜松市中央区江之島町 600-1 053-425-1590

浜名健康づくりセンター 434-8550 浜松市浜名区貴布祢 3000 053-585-1120

浜名健康づくりセンター（北） 431-1395 浜松市浜名区細江町気賀 305 053-523-3121

天竜健康づくりセンター 431-3392 浜松市天竜区二俣町二俣 530-18 053-922-0075

警察 

名  称 郵便番号 所 在 地 電話番号 

浜松中央警察署 430-0906 浜松市中央区住吉五丁目 28-1 053-475-0110

浜松東警察署 430-0805 浜松市中央区相生町 14-10 053-460-0110

浜松西警察署 431-1112 浜松市中央区大人見町 3452-1 053-484-0110

浜北警察署 434-0042 浜松市浜名区小松 3218 053-585-0110

細江警察署 431-1305 浜松市浜名区細江町気賀 4640 053-522-0110

天竜警察署 431-3311 浜松市天竜区二俣町阿蔵 8-3 053-926-0110







浜松市児童相談所 

〒430-0929  

静岡県浜松市中央区中央一丁目１２番１号 

静岡県浜松総合庁舎４階

Tel 053-457-2703  Fax 053-457-2645 

E-mail jidosodan@city.hamamatsu.shizuoka.jp


